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研究成果の概要（和文）：本研究では、再生可能エネルギー事業の経済面・社会面・環境面での政策評価に関す
る方法論及び統合評価に関する方法論を構築するとともに、持続可能な地域づくりに資する環境経済政策の在り
方と目指すべき方向性を示した。特に、疲弊した経済・財政状況の下で限られた資源・資金を投入することによ
り持続可能な地域づくり（低炭素社会、循環型社会、自然共生社会）を目指すためには、環境経済政策のメニュ
ーを幅広く捉え、持続可能性の3側面（経済面、社会面、環境面）や地域区分などに着目した統合的な評価を行
い、その結果に基づいて地域政策の実施可否や優先順位などに関する意思決定を合理的に実施することが必要で
あることを示した。

研究成果の概要（英文）：In this study, we constructed a methodology for policy evaluation of 
renewable energy projects in terms of economic, social and environmental aspects, and a methodology 
for integrated evaluation, and showed the ideal form of environmental economic policy that 
contributes to the development of sustainable communities and the direction that should be pursued. 
In order to aim for sustainable regional development (a society in low-carbon, a recycling-oriented,
 and in harmony with nature) by investing limited resources and funds under an impoverished economy 
and financial situation, we indicated the necessity of the following three points. A wide range of 
environmental economic policy menus will be captured. Comprehensive evaluation focused on the three 
aspects of sustainability (economic, social, environmental) and regional divisions will be carried 
out. And decisions regarding whether or not to implement regional policies and their priorities are 
rationally implemented.

研究分野： 土木計画学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
学術的意義としては、持続可能な地域づくりに資する環境経済政策の総合評価の方法論について、産業連関分
析、応用一般均衡分析、コンジョイント分析、仮想市場評価法などの分析手法に基づく経済面・社会面・環境面
での政策評価の方法論、また階層分析法に基づく統合評価の方法論を構築したことである。社会的意義として
は、温暖化対策と地域活性化の両立を図ることができるような住民参加型再生可能エネルギー事業を提案し、そ
の実行可能性の条件を示すとともに、地域政策を総合的に推進する立場にある自治体に対して、持続可能な地域
づくりに資する環境経済政策の立案や意思決定における知見を示したことである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
(1) 再生可能エネルギー事業は日本の各地で検討されているが、多くの地方部では少子高齢化や
地域経済停滞などの問題が喫緊の課題となっており、当該事業が優先され難い状況にある。また、
地方部には太陽光、風力、水力、森林などの自然資源が豊富にあるにもかかわらず、財政難によ
り当該事業のための資金が調達できない状況にもある。今後、再生可能エネルギーによる発電事
業を推進するためには、持続可能な地域づくりに資する環境経済政策の評価に関する方法論を
確立するとともに、当該政策の在り方と目指すべき方向性の議論を展開する必要がある。 
 
(2) 東日本大震災の翌年（2012 年）、電力の固定価格買取制度（FIT: Feed-in Tariff）の運用が
始まった。FIT は、電気事業者に対して、太陽光、風力、水力、地熱、バイオマスの再生可能エ
ネルギー源を用いて発電された電気を国によって定められた価格で一定期間買い取ることを義
務付ける制度である。しかし、電気事業者の買取費用は電気事業者の売電価格に上乗せして回収
されており、FIT は「再生可能エネルギーの導入量が増加するにつれて、国民負担が増加する」
という仕組みになっている。また、未稼働案件や緑地破壊案件など、地域社会でのトラブルも発
生している。そのため、FIT が中長期の将来に亘って継続されるとは限らない。 
 
(3) 持続可能な地域づくりに資する再生可能エネルギー事業を推進するためには、FIT の終了を
前提とし、再生可能エネルギーによる発電事業の社会的価値に基づいて行政や地域社会の支援
を引き出す必要がある。 
 
２．研究の目的 
 
本研究の目的は、再生可能エネルギー事業の経済面・社会面・環境面での政策評価に関する方

法論および統合評価に関する方法論を構築するとともに、持続可能な地域づくりに資する環境
経済政策の在り方と目指すべき方向性を示すことである。 
 
３．研究の方法 
 
(1) 持続可能な地域づくりに資する環境経済政策の先進的取組事例から得られる知見の整理 
温暖化対策を地域活性化に結び付けている国内外の先進的取組事例を調査し、その成功要因

や課題などに関する知見を整理する。 
 
(2) 再生可能エネルギー事業の経済面・社会面・環境面での政策評価に関する方法論の開発 
①産業連関分析に基づく経済面での政策評価に関する方法論 
比較的短期の経済効果の波及構造を把握できる地域内及び地域間産業連関表を開発する。 

②応用一般均衡分析に基づく経済面での政策評価に関する方法論 
再生可能エネルギー導入による帰着ベースの経済効果を評価する方法論を開発する。 

③コンジョイント分析に基づく社会面での政策評価に関する方法論 
自然資源を活用した快適な暮らしの形成などの社会効果を評価する方法論を開発する。 

④仮想市場評価法に基づく環境面での政策評価に関する方法論 
住民参加型再生可能エネルギー事業の環境効果を評価する方法論を開発する。 

⑤階層分析法に基づく地域政策の統合評価に関する方法論 
 環境経済政策の意思決定のための優先順位付けに関する方法論を開発する。 
 
(3) 持続可能な地域づくりに資する環境経済政策の在り方と目指すべき方向性の提示 
(2)で開発した政策評価に関する方法論を用いて実施した評価事例を通じて、持続可能な地域

づくりに資する再生可能エネルギー事業の立案や意思決定に関する知見や課題などを整理する
ことにより、環境経済政策の在り方と目指すべき方向性を示す。 
 
４．研究成果 
 
(1) 持続可能な地域づくりに資する環境経済政策の先進的取組事例から得られる知見の整理 
①現地調査 1：岩手県葛巻町における再生可能エネルギー事業 
葛巻町では、山間高冷地（牧場）に吹く風による風力発電、家畜排泄物から発生するメタンガ

スによるバイオガス発電、森林整備の際に発生する間伐材によるバイオガス発電、チップ製造の
過程で発生する樹皮による脱炭素バイオマス燃料製造などが行われている。要点としては、地域
循環型社会を構築することにより地域内経済の循環が図られている。 
 



②現地調査 2：熊本県熊本市における再生可能エネルギー事業 
 PO 法人くまもと温暖化対策センターは、水力発電事業に関する取り組みとして、事業適地の
選定、事業者（出資者）の募集、事業コンソーシアムの形成、事業計画の策定、増資（公募）・
融資、建設、事業開始までのサポートを行っている。事業規模は 1億円～10 億円、採算性は 10
年で累積収支黒字化を目標に定めている。必要条件は行政の主体性である。 
 
③現地調査 3：熊本県阿蘇市における再生可能エネルギー事業 
特定非営利法人九州バイオマスフォーラムは、バイオマス事業に対する取り組みとして、草本

系バイオマスとしてのススキなどの収集・運搬・保管に関する技術開発とエネルギー化、木質バ
イオマスとしての薪の生産と流通を行っている。必要条件は行政の主体性と地域住民の合意形
成である。要点としては、地域通貨を導入して、地域住民の協力を得ながら地域経済を活性化す
る仕組みを構築している。 
 
④現地調査 4：岐阜県高山市における再生可能エネルギー事業 
高山市は、平成 26 年に新エネルギービジョンを策定し、市民・事業者・行政が同じ方向性を

もって新エネルギーの導入やエネルギーの効率的な利用に取り組んでいる。例えば、間伐材収集
運搬事業の実施により、間伐材を使用した木質バイオマス燃料の市内への安定供給及び利用促
進が行われている。要点としては、地域通貨による地域内経済の循環が図られている。 
 
⑤現地調査 5：スペイン・グラノリェース市における再生可能エネルギー事業 
グラノリェース市は、COMPOSE プロジェクト（再生可能エネルギー事業）を推進している。例

えば、Can Muntanyola（公共施設）ではゼロエネルギー・オフィスが導入され、太陽光発電によ
る電力自給が行われている。また、Caseus Afinadors（チーズ工場）では、太陽光発電による電
力の活用にとどまらず、チーズの生産・品質管理・流通の仕組みを大きく改革したものであり、
再生可能エネルギーを地域活性化につなげている。 
 
⑥現地調査 6：ドイツ・フライブルク市における再生可能エネルギー事業 
フライブルク市には、再生可能エネルギー事業の先駆けとなったスタジアムがある。1990 年

代半ばに政府の方針で原子力発電が導入されそうになり、それに反対するシンボルとして太陽
光発電施設を備えたスタジアムが建設された。また、個人の尽力による小水力発電施設がある。
建設当時、政府から魚道の整備が求められ、水面をなるべく水平に保つための区割り施設が設置
された。その結果、その場所は夏季に人々の水泳場としても利用されている。また、太陽光発電
施設を備えた高速道路があり、その住宅地側の 2車線について防音対策のための洞門（道路に接
した擁壁を用いて設けたトンネル状の工作物）を整備したが、その上部の有効利用のために太陽
光発電施設が設置された。 
 
⑦現地調査 7：ドイツ・サンクトペーター市における再生可能エネルギー事業 
サンクトペーター市内には、太陽光発電施設と風力発電施設を備えた酪農家があり、酪農収入

に売電収入が加わることにより、酪農家の収入が安定するようになった。また、風力発電施設の
林立する場所があるが、自然の風景を破壊するとの問題意識が高まり、風力発電施設が規制され
ることになった。また、密集して生えるトウヒの木によって黒く見える『黒い森』があり、この
森を守るための林業及びその副産物を活用した木質バイオマス事業が営まれている。 
 
(2) 再生可能エネルギー事業の経済面・社会面・環境面での政策評価に関する方法論の開発 
①産業連関分析に基づく経済面での政策評価に関する方法論 
再生可能エネルギーの経済効果を分析可能な産業連関分析の基本モデルを構築した。特に任

意の地域で分析が可能なように自給率の推計モデルを検討し、都道府県のサーベイデータを用
いることで自給率モデルのパラメータを推計した。また、事例分析として南相馬市の再生可能エ
ネルギーの経済効果を分析した。なお、産業連関分析のベースとなる都道府県表の公表がコロナ
禍により遅れたために、全ての都道府県のデータを収集することができなかった。 
温暖化対策を地域活性化に結び付けている先進事例として、北九州市エコタウンの調査を行

った。ここでは、北九州市グリーン成長戦略の取り組みについて調査し、本研究で行う産業連関
分析の政策シナリオの参考とした。また、再生可能エネルギーの地域経済循環効果を分析可能な
モデルを開発し、複数地域を対象とした事例分析を行った。そこで、住宅における省エネルギー
設備の調査を通じて、モデルの改良とともにモデルの拡張について検討することができた。 
 
②応用一般均衡分析に基づく経済面での政策評価に関する方法論 
温暖化対策は緩和策と適応策に分類され、国内における緩和策と適応策の資源配分効率性を

吟味する必要がある。再生可能エネルギー普及促進策（温暖化の緩和策）の効果について、エネ
ルギー分析用産業連関表を基礎とした応用一般均衡モデル構築により検討を行ったが、まだ十
分な成果は得られていない。一方、海面上昇に伴う砂浜侵食対策としての養浜事業（温暖化の適
応策）の効果については、旅行費用法を基礎とした応用一般均衡モデル構築により吟味した。 
その結果、砂浜侵食による被害費用を既存研究の結果と比較すると、将来の社会経済の変化を



考慮しない場合、いずれの砂浜侵食シナリオにおいても本研究の被害費用は既存研究のそれよ
りも大きいことが分かった。また、砂浜侵食だけでなく人口減少を考慮した場合、全ての RCP シ
ナリオ（社会的・経済的な将来像による温室効果ガス排出シナリオ）において、人口減少を考慮
しない場合よりも被害費用は大きいことが分かった。さらに、適応策の効果について、必ずしも
気温上昇が大きくなるほど、適応策が経済効率的である都道府県が増えるわけではなく、社会経
済の状況も影響を及ぼすことが分かった。 
 
③コンジョイント分析に基づく社会面での政策評価に関する方法論 
再生可能エネルギーが社会に及ぼす影響に関して、幸福度の観点から検証を行った。特に、資

源利用が幸福度に及ぼす影響について、消費する物品に対する愛着の観点から消費が幸福度に
及ぼす影響を検証した。その結果、長く活用するような消費スタイルが幸福度にプラスに寄与す
る可能性を見出した。再生可能エネルギーに関連し、将来世代についての考え方によって、消費
が幸福度に及ぼす影響が異なることを見出した。具体的には将来世代を大切に考える層はそう
でない層と比較して、倫理的な消費を行い、物品消費に対して無駄な消費を行わない傾向があり、
その結果として単位消費量あたりに得られる幸福度が将来世代を大切に考える層は相対的に高
いことを見出した。 
消費が幸福度に及ぼす影響について、可処分時間の観点から検証を行った。その結果、長く大

切に活用するような消費スタイルは可処分時間が多い場合に実現されやすいことを見出した。
また、可処分時間が多いほど、自然とのふれあい、および自然とのつながり意識が増える、吟味
したうえで購入するため購入した物に対して愛着を持って消費を行う傾向があるなどの理由に
より、環境配慮行動が促進されることも見出した。 
 
④仮想市場評価法に基づく環境面での政策評価に関する方法論 

まず、住民参加型再生可能エネルギー事業を提案した（図-1）。地域美化などを目的として、
河川堤防・地区公園での草刈りや街路・公園での落ち葉集めなどの地域清掃が各地で行われてい
る。刈り取られた草や集められた
落ち葉などはその都度収集され、
焼却場で焼却処分されているが、
焼却施設までの運搬費用や焼却処
理の費用が必要である。一方、刈り
取られた草や集められた落ち葉を
そのまま放置した場合、時間の経
過に伴って微生物による発酵が進
み、メタンが発生する。そこで、地
域住民による草刈りとバイオガス
発電事業が実施されれば、専門業
者への業務委託費の節約、温室効
果ガスの削減、電気エネルギーの
獲得、さらに行政の支出削減と収
入増加による行政サービスの拡充
が可能になる。 
次に、本研究で提案した住民参

加型再生可能エネルギー事業の社
会的価値の評価モデルを構築し
た。ここで、住民参加型事業は地域
住民の奉仕労働に依拠し、事業費
のうちの業務委託費が節約され
る。また、住民福祉の観点から公的
支援を受ける場合も多く、さらに
事業費が軽減される。その際、住民
参加型事業に対して、地域住民か
らは奉仕労働に見合った価値が求
められ、行政からは公的支援に見
合った価値が求められる。 
住民参加型再生可能エネルギー

事業に関する個人の効用関数を特
定化することにより、当該事業に
対 す る 奉 仕 労 働 量 （ WTW: 
Willingness to Work）の関数を誘
導した。ここで、作業に対する謝礼
単価がゼロの場合、WTW は無償ボラ
ンティア活動となる。一方、作業に
対する謝礼単価がゼロより大きい場合、WTW は有償ボランティア活動となる。このとき、活動目

図-1 住民参加型再生可能エネルギー事業の提案 

図-2 無償・有償ボランティア活動の社会的価値 



的となる事業の社会的価値は「WTW の生産者余剰」と等価であると考えられる。すなわち、当該
事業の社会的価値（SV: Social Value）は図-2で表される。図-2において、SVFV：無償ボラン
ティア活動の社会的価値、SVPV：有償ボランティア活動の社会的価値、RL：余暇時間の価値（0
＜R4＜RL）。 
その後、Web 調査「再生可能エネルギー事業に関する意識調査」を実施し、評価モデル（WTW

関数）のパラメータを推定した。そして、本研究で提案した住民参加型再生可能エネルギー事業
の社会的価値を計測するとともに、費用便益分析を行った。その結果、当該事業が何の補助も受
けられない状況では採算面で厳しいが、行政や地域社会の追加支援に対するインセンティブが
認められるような政策を展開することにより、人々の当該事業に対する社会的価値が増加し、費
用対効果の面で優良事業になることが分かった。 
 
⑤階層分析法に基づく地域政策の統合評価に関する方法論 
持続可能な地域づくり（低炭素社会、循環型社会、自然共生社会）を目指す環境経済政策のメ

ニューは多岐にわたり、その効果（経済面、社会面、環境面）も多様である。このような政策の
意思決定のための統合評価については、オペレーションズリサーチの分野で発展した階層分析
に基づく方法がある。一方、費用便益分析の便益計測にも用いられるコンジョイント分析では、
分析者が検討課題で重要であると考える属性と水準を複数選出し、それらをもとに多段階の属
性と水準で構成される事業の代替案を被験者に提示する形態のアンケート調査を実施して、事
業の評価が行われる。本研究では、前項④の住民参加型再生可能エネルギー事業に関する個人の
効用関数を推定するために実施したアンケート調査（仮想市場評価法、コンジョイント分析、階
層分析に対応）のデータを用いて、被験者の選好結果と代替案の優先順位付けの関係性を定量的
に導出するため、コンジョイント分析と階層分析を融合した新たな評価法を開発した。 
それは、被験者の選好に一対比較からの重み導出を適用することにより、被験者が選好したプ

ロファイル内の代替案の関係性について新たな評価結果を導出する手法である。通常、コンジョ
イント分析では、プロファイル内の代替案の評価値を導出するのではなく、部分効用を推計する
ことを目的とする。一方、階層分析では、すべての代替案について一対比較等を行わなければ総
合評価値を導出することはできない。しかし、本研究で提案する手法を用いることにより、被験
者の部分的な選好から、プロファイル内の代替案の評価値導出と優先順位付けが可能となる。 
本研究で提案した住民参加型再生可能エネルギー事業の評価への適用を通じて、すべての事業
案に対する評価値が導出でき、プロファイル外の事業案に関する間接的な比較評価や、事業案の
優先順位付けができることが示された。 
 
(3) 持続可能な地域づくりに資する環境経済政策の在り方と目指すべき方向性の提示 
疲弊した経済・財政状況の下で限られた資源・資金を投入することにより持続可能な地域づく

り（低炭素社会、循環型社会、自然共生社会）を目指すためには、環境経済政策のメニューを幅
広く捉え、持続可能性の 3側面（経済面、社会面、環境面）や地域区分などに着目した統合的な
評価を行い、その結果に基づいて地域政策の実施可否や優先順位などに関する意思決定を合理
的に実施することが必要不可欠である。 
また、そのような地域づくりにおける再生可能エネルギー事業の在り方については、経済面で

の持続可能性が特に重要な視点である。先進的取組事例から得られる知見として、地域の経済循
環構造を把握することが重要となり、その要点を以下に整理する。 
【地域外への資金流出の抑制】 地域経済において、財（原材料、製品など）・サービスの地域

外への依存により、地域内で活用すべき資金が地域外に流出していることが大きな課題とな
っている。これに着目し、地域外への資金流出を抑制し、地域内で活用可能な資金を留保さ
せることが重要である。 

【地域外からの資金獲得の促進】 積極的な取り組みとして、地域内で生産した再生可能エネル
ギーやリサイクル製品を地域外へ販売（移出）することにより、地域外からの資金獲得を促
進することも考えられる。 

【地域内の産業連関の強化】 地域経済において、地域内産業間の連関構造が弱いことも大きな
課題となっている。地域内で再生可能エネルギー事業を展開し、資金流出の抑制や資金獲得
の促進を図っても、その事業形態によっては地域内での資金留保の効果が十分に得られない
場合も考えられる。そのため、地域内からの資金調達、地域内の本社機能の強化、地域内の
人材活用、雇用者所得の地域内消費の促進などにより地域内産業間の連関構造を強化し、地
域外への資金の再流出を防ぐことも重要である。 
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